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主要事業内容一覧表

番
号

款 項 目 事　業　名
【予算書ページ】

補 正
予 算額

事　　業　　内　　容 所属名称

1 2 1 9 駅舎管理事業
【P16～P17】

3,322 千倉駅駐車場について、経年劣化により一部の舗装の傷み
がひどく、危険な状態となっていることから、利用者の安
全を確保するため舗装修繕工事を行う。
　工事請負費3,322（駐車場等舗装修繕工事）

企画財政
課

2 3 2 1 時短勤務育児支援
給付金事業
【P18～P19】

2,280 乳幼児期の愛着形成や家族と過ごす時間をより多く確保す
るため、育児時短勤務制度を活用している保護者の収入減
少額の補てんと児童の健全な育成支援を目的として、時短
勤務育児支援給付金を給付する。
　負担金、補助及び交付金2,280
　（時短勤務育児支援給付金）
　　対象見込　0歳・1歳 9人　2歳 13人
　　給付額 時短勤務前の収入額まで補てん
　　  0歳・1歳（上限40千円）
　　  2歳　　 （上限60千円）　

子ども教
育課

3 3 2 3 保育所運営一般事
業
【P18～P19】

455 物価高騰の影響を受ける保護者の経済的負担の軽減と安定
的な給食の提供を支援するため、市内の民間保育所及び認
定こども園が、3歳児クラスから5歳児クラスまでに通う児
童の給食費を2箇月間無料とした場合は、国の物価高騰対応
重点支援地方創生臨時交付金を活用し、民間保育所及び認
定こども園に対して無料とした給食費を補助する。
　負担金、補助及び交付金455
　（民間保育所等給食費補助金）
　　対象施設 4園　対象見込 42人
【特定財源】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金455

子ども教
育課

4 6 1 2 商工振興事業
【P20～P21】

4,449 物価高騰対策として、市内中小企業者に対する設備投資に
係る利子補給制度を拡充するとともに、日本政策金融公庫
から融資を受けている小規模事業者経営改善資金（運転資
金部分）に係る利子補給制度を創設し、商工業の振興及び
地域経済の活性化を図る。
　負担金、補助及び交付金4,449
　・小企業等経営改善資金利子補助金137
　　補助率 10/10（上限なし）
　・中小企業者融資資金利子補助金4,312
　　補助率 10/10（上限なし）
【特定財源】物価高騰対応重点支援地方創生臨時国庫
　交付金3,525

商工課

5 9 1 2 一般事務費
【P22～P23】

4,360 大学等への就学支援と定住促進のため、自宅からバスや鉄
道を利用し通学する大学生等の通学費用の一部を助成す
る。
　負担金、補助及び交付金4,360（大学生等通学費助成金）
　　対象見込 20人　補助率 1/2

教育総務
課

6 9 1 4 三芳幼保一体施設
管理事業
【P22～P23】

0 財源補正（物価高騰の影響を受ける保護者の経済的負担の
軽減と安定的な給食を提供するため、国の物価高騰対応重
点支援地方創生臨時交付金を活用し、市内子ども園に通う3
歳児クラスから5歳児クラスまでの児童の給食費を2箇月間
無料とする。）
【特定財源】
　物価高騰対応重点支援地方創生臨時国庫交付金511
　幼保一体化施設給食費△511

子ども教
育課

7 9 1 4 千倉幼保一体施設
管理事業
【P22～P23】

0 財源補正（同上）
【特定財源】
　物価高騰対応重点支援地方創生臨時国庫交付金511
　幼保一体化施設給食費△511

子ども教
育課

（単位：千円）
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8 9 1 4 富浦幼保一体施設
管理事業
【P22～P23】

0 財源補正（同上）
【特定財源】
　物価高騰対応重点支援地方創生臨時国庫交付金511
　幼保一体化施設給食費△511

子ども教
育課

9 9 1 4 富山幼保一体施設
管理事業
【P22～P23】

0 財源補正（同上）
【特定財源】
　物価高騰対応重点支援地方創生臨時国庫交付金511
　幼保一体化施設給食費△511

子ども教
育課

10 9 1 4 嶺南幼保一体施設
管理事業
【P22～P23】

0 財源補正（同上）
【特定財源】
　物価高騰対応重点支援地方創生臨時国庫交付金513
　幼保一体化施設給食費△513

子ども教
育課

11 9 5 2 大房岬自然の家管
理運営事業
【P22～P23】

11,726 風呂用ボイラーについて、老朽化により漏水が発生したた
め、交換する。
　工事請負費11,726（ボイラー更新工事）
【特定財源】公共施設等再編整備基金繰入金11,726

生涯学習
課

12 9 6 3 学校給食センター
等管理運営事業
【P22～P23】

0 財源補正（物価高騰の影響を受ける保護者の経済的負担の
軽減と安定的な学校給食を提供するため、国の物価高騰対
応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、市内小中学校に
通う児童・生徒の給食費を2箇月間無料とする。）
【特定財源】物価高騰対応重点支援地方創生臨時国庫
　交付金15,929
　学校給食費△15,929

教育総務
課

26,592歳 出 補 正 予 算 額 合 計
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